
別記様式第7
	共同扶養に関する申告書
年　　月　　日
　公立大学法人名古屋市立大学　理事長　様
　以下のとおり、私が主たる扶養者であることを申告します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　　属　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職員番号　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　印　　

	1 　主として扶養する者
	申告者との続柄
	氏　　　　名
	配偶者の扶養手当又は相当する給与の原因となっている事実の有無

	
	　　　　
	　　　　　　　　　　
	　　有（　　月分より支給されないこととなる）
　　無

	
	　　　　
	　　　　　　　　　　
	

	
	　　　　
	　　　　　　　　　　
	

	
	　　　　
	　　　　　　　　　　
	

	
	　　　　
	　　　　　　　　　　
	

	2 　配偶者との所得比較
	申告者
	配偶者

	
	所　得
	所　　属　　　　　　　　　　　　
職員番号　　　　　　　　　　　　
氏　　名　　　　　　　　　　　　
	所　得

	
	　　　　　円
	
	　　　　　円


1 　所得欄には、第6条第1項の規定に基づく主たる扶養者の認定時には認定を受けようとする日以後の所得年額の見込み額を、第7条第1項の規定に基づく定期確認時には定期に確認を受ける前年の所得年額を記入すること。
2 　配偶者の所属等は、配偶者が法人又は名古屋市に勤務している場合のみ記入すること。
（備考）用紙の大きさは、日本産業規格A4とする。
（全部改正　平成30年達第46号　一部改正　令和元年達第14号）
別記様式第7

	共同扶養に関する申告書
年　　月　　日
　公立大学法人名古屋市立大学　理事長　様
　以下のとおり、私が主たる扶養者であることを申告します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　　属　　　　（記入不要）　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職員番号　　　　（記入不要）　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　市大　太郎　　　　印　　

	1 　主として扶養する者
	申告者との続柄
	氏　　　　名
	配偶者の扶養手当又は相当する給与の原因となっている事実の有無

	
	　長女
	　　市大　さくら
	　　有（　　月分より支給されないこととなる）
　　無

	
	　二女
	　　市大　もも　　　　　　　　
	

	
	　　　　
	　　　　　　　　　　
	

	
	　　　　
	　　　　　　　　　　
	

	
	　　　　
	　　　　　　　　　　
	

	2 　配偶者との所得比較
	申告者
	配偶者

	
	所　得
	所　　属　　　　　　　　　　　　
職員番号　　　　　　　　　　　　
氏　　名　　　　　　　　　　　　
	所　得

	
	　　　　　円
	
	　　　　　円


1 　所得欄には、第6条第1項の規定に基づく主たる扶養者の認定時には認定を受けようとする日以後の所得年額の見込み額を、第7条第1項の規定に基づく定期確認時には定期に確認を受ける前年の所得年額を記入すること。
2 　配偶者の所属等は、配偶者が法人又は名古屋市に勤務している場合のみ記入すること。
（備考）用紙の大きさは、日本産業規格A4とする。
（全部改正　平成30年達第46号　一部改正　令和元年達第14号）
別記様式第9
	申立書
年　　月　　日
　公立大学法人名古屋市立大学　理事長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　認定を受けようとする日以後1年間における
　私は、以下の理由により、私と配偶者の　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　定期確認を受ける日の属する年の
所得年額の見込額を比較した場合において、私の当該所得年額の見込額が配偶者の当該所得年額の見込額を上回る又はこれと同程度となることを申し立てます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　　属　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職員番号　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　印　　


	理　　由
	


　理由を証明するに足る書類を添付すること。
（備考）用紙の大きさは、日本産業規格A4とする。
（全部改正　平成30年達第46号　一部改正　令和元年達第14号）
別記様式第9
	申立書
年　　月　　日
　公立大学法人名古屋市立大学　理事長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　認定を受けようとする日以後1年間における
　私は、以下の理由により、私と配偶者の　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　定期確認を受ける日の属する年の
所得年額の見込額を比較した場合において、私の当該所得年額の見込額が配偶者の当該所得年額の見込額を上回る又はこれと同程度となることを申し立てます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　　属　　　（記入不要）　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職員番号　　　（記入不要）　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　市大　太郎　 　　　印　　


	理　　由
	配偶者が出産により、産休および育休を取得し、収入が減少するため。
出産予定日：〇月〇日
今後1年間の収入見込み（令和5年11月～令和6年10月）
●令和5年11月：給与　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　300,000円
●令和5年12月
～令和5年3月：産休（無給）　　　　　　　　　　　　　　　　　0円
●令和6年4月～10月：育休（給付金）　　　　　　　 　　1,260,000円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計1,560,000円


　理由を証明するに足る書類を添付すること。
（備考）用紙の大きさは、日本産業規格A4とする。
（全部改正　平成30年達第46号　一部改正　令和元年達第14号）
別記様式第10

	扶養手当等不支給証明書
年　　月　　日
　公立大学法人名古屋市立大学　理事長　様
　当方では、職員（従業員）　　　　　　　　　　　　に対し、下記のものに係る「扶養
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　から支給しておりません。
手当又はこれに相当する給与」は、　　年　　月　　日　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　から支給しません。
　　　　　　　　　　　　　　住所または所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　（所属）
　　　　　　　　　　　　　　氏名（代表者）又は名称　　　　　　　　　　　　印　　
　　　　　　　　　　　　　　（人事主管課長）


	氏名
	職員（従業員）との続柄

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


1 　証明欄には、第6条第1項の規定に基づく主たる扶養者の認定時には認定を受けようとする日以後の、第7条第1項の規定に基づく定期確認時には定期に確認を受ける前年の扶養手当の支給状況を記入すること。
2 　申告者の配偶者が名古屋市職員である場合は、証明欄中「住所又は所在地」を「所属」と、「氏名（代表者）又は名称」を「人事主管課長」としてこの様式を使用すること。
3 　自営業者等勤労所得（給与所得）以外の所得のみの場合は、職員（従業員）の欄に本人の氏名を記入すること。
（備考）用紙の大きさは、日本産業規格A4とする。
（全部改正　平成30年達第46号　一部改正　令和元年達第14号）
別記様式第10

	扶養手当等不支給証明書
年　　月　　日
　公立大学法人名古屋市立大学　理事長　様

　当方では、職員（従業員）　　市大　花子　　に対し、下記のものに係る「扶養
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　から支給しておりません。
手当又はこれに相当する給与」は、　　年　　月　　日　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　から支給しません。

　　　　　　　　　　　　　　住所または所在地　　　　名古屋市昭和区1-2-3　　
　　　　　　　　　　　　　　（所属）
　　　　　　　　　　　　　　氏名（代表者）又は名称　株式会社　〇〇〇　　印　　
　　　　　　　　　　　　　　（人事主管課長）


	氏名
	職員（従業員）との続柄

	市大　さくら
	長女

	市大　もも
	二女

	
	

	
	

	
	


1 　証明欄には、第6条第1項の規定に基づく主たる扶養者の認定時には認定を受けようとする日以後の、第7条第1項の規定に基づく定期確認時には定期に確認を受ける前年の扶養手当の支給状況を記入すること。
2 　申告者の配偶者が名古屋市職員である場合は、証明欄中「住所又は所在地」を「所属」と、「氏名（代表者）又は名称」を「人事主管課長」としてこの様式を使用すること。
3 　自営業者等勤労所得（給与所得）以外の所得のみの場合は、職員（従業員）の欄に本人の氏名を記入すること。
（備考）用紙の大きさは、日本産業規格A4とする。
（全部改正　平成30年達第46号　一部改正　令和元年達第14号）
採用日付





記入例





所得証明書より





有の場合は支給されなくなる月を記入してください。





所得証明書より





配偶者が本学の職員以外の場合は氏名のみ記入してください。





記入例





所得証明書と実際の収入が異なり、所得証明書だけでは収入比較ができない場合に詳細を記入することで申立てすることができます。





申立ての内容を証明するための根拠資料（給与明細の写し、産育休中であることがわかる辞令の写し等）を添付してください。





記入例





配偶者氏名








いずれかを削除または〇で囲んでください。





採用日時点で、配偶者が勤務先から扶養手当の支給を受けていないことがわかる内容としてください。





配偶者の勤務先から証明を受けてください。（押印要）








